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6
２．物価上昇について

物価上昇額の算定方法について

◼ 電源開発NWでは日銀の物価指数等の公表統計データを参考に各品目の物価上昇額を算定。
その算定方法の妥当性を判断する材料として、電源開発NWが用意した各公表統計データに類似す
る公表統計を用いて、相関係数を算出した。

◼ その結果、全ての品目について類似統計でも同様に上昇傾向にあり、データ間の相関係数は0.8
以上と比較的高い相関があり、今回の電源開発ＮＷの試算は一定の合理性があると考える。

品目

電線

地線

金具類（がいし装置他）

コンクリート

土留め材

鉄筋

鉄塔材

労務費

日銀国内企業物価指数

日銀国内企業物価指数

産業新聞HP

(一財)建設物価調査会
建設資材物価指数

産業新聞HP

鉄鋼新聞HP

(一社)東京電業協会
電工及び現場代理人の労務費
実態調査

類似の公表統計

産業新聞HP
産業新聞HP
LME上場価格×ドル円レート

アルミニウム

アルミニウム

厚板

コンクリート

小型棒鋼

鋼矢板

労務費

一般形鋼
厚板

亜鉛メッキ

物価上昇品目
(主な使用素材)

電源開発NW採用
の公表統計

日銀国内企業物価指数
日銀国内企業物価指数
三井金属HP

鉄鋼新聞HP

鉄鋼新聞HP

日銀国内企業物価指数

日銀国内企業物価指数

日銀国内企業物価指数

日銀国内企業物価指数

公共工事設計労務単価
(国土交通省公表)

データ間の
相関係数

0.979

0.983

0.980

0.948

0.900

0.980
0.900
0.999

0.862

0.862
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◼ 2つ目は、今般の工事において、いかにコスト低減を行うかという観点での対応である。

◼ 現時点では予報契約者との随意契約として検討が進んでいるが、予報発注外工種等のうち、本体工
事と分離することで安全管理上の問題がある等の工種については、引き続き、予報契約者としっかり
協議をした上で契約手続きを進めるが、それ以外の工種等については本体工事と分離し、工期に影
響のない範囲で一般競争入札に切り替えることが可能であることを確認している。

◼ このため、原則に立ち返れば一般競争入札を行うこととなるが、当然、現地を確認している予報契約
者には一定のアドバンテージがあり、かつ、コスト面でも優位になることには留意が必要で、そのような状
況において入札への意欲を持つ事業者が出てくるかがポイントとなる。

◼ 現在、電源開発NWにおいて入札可能性について事前調査を進めており、参加意欲のある事業者の
有無を確認中であることから、本調査結果をもって、次回、一般競争入札への変更の可否についてご
審議いただきたい。

３．請負工事について

予報発注外工種等について
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４．管理体制について

増額の把握と工事費への反映について

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

概査

踏査

測量準備（標準鉄塔検討）

技術測量

地質調査

鉄塔基別設計

基礎基別設計

詳細工事計画

2021年度 2022年度
項目

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

時期 工事費に反映した内容等

① 20年3月
(予報契約時) 

• 宿舎個室化や通勤用モノレール追加による労務費増加を把握し、全工区の工事費に反映
• 労務単価の上昇を把握し、全工区の工事費に反映

② 21年10月
コスト小委の
提示額設計時

• 10・12工区の直接工事費（基礎、組立、架線、撤去）を、詳細設計を踏まえた額に見直し
• 12工区の仮設備費を予報発注外工種等を含めた電源開発NWによる積算額（想定単価・数量）に見直し
※上記はいずれも事業者と未協議

22年1~2月 • 22年1月に、12工区の工事費増加の可能性を現場事務所が把握
• その後2月に、事業者協議の状況及び工事費増加の可能性を段階的に本店が把握

③ 22年4月
(増額後)

• 全工区共通 ：ウクライナ情勢に伴う大幅な物価上昇を工事費に反映
• 12工区 ： 施工会社との工事計画協議による数量、設置期間、単価等を計上
• 12工区以外：12工区の協議結果や聞き取った単価等を反映、現地調査の進展による数量・仕様の見直し

①20年3月 ②21年10月 ③22年4月

◼ 電源開発NWでは、2020年3月から2022年4月にかけて工事費の増額を段階的に把握しており、
大きく３度工事費の見直しを行っていた。
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４．管理体制について

電源開発NWにおけるプロジェクト管理体制について①

◼ 前回、電源開発NWにおけるプロジェクト管理体制について、現場との連携が十分ではなかったのでは
ないか、という点を問題提起した。今後の改善という観点でも重要な点であることから、改めて電源開
発NWにプロジェクト管理体制の実態について確認を行った。

◼ 電源開発NWでは工程管理等を目的に、東西連系プロジェクト推進会議という社内関係部門が集ま
る会議体を設置し、少なくとも年１回は開催。会議の目的は社内複数に跨るプロジェクトになることか
ら部門間の調整や工程に影響を及ぼすような問題が生じた場合に対応するというものである。

◼ このため、用地交渉の難航など工期に影響する問題については適時情報共有が行われていた。

◼ 一方、工事費の増額については、兆候が見えた時点では、まず現場レベルでコスト低減なども含め精
査していくことを基本認識として対応しており、タイムリーに課題として取り扱われることがなかった。

◼ 一つ一つのコスト変動を捉えて会議を実施することは非効率であるが、本整備計画については、電源
開発NW自身も本委員会にてコスト増加リスクへの注意が必要だと説明していたにも関わらず、当該
会議にコスト管理機能を明確に付与しなかったことが問題だったと考えられる。

東西連系プロジェクト推進会議

 目的 ：各工事件名の工程管理及び現場から提起された課題（地権者交渉など）について部門間調整・議論

 出席者 ：常務執行役員に加え、本店及び現場の関連部署（土木、立地、送電、変電、工事事務所）の部室長級

 開催頻度：少なくとも年度末に1回（実績としては工事の進捗等に応じて月に1回～最大で６か月に1回）

電源開発NWにおけるコスト管理体制
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４．管理体制について

電源開発NWにおけるプロジェクト管理体制について②

◼ 会議の場で報告される工事費についても、鉄塔設計を開始していたものの設計中であることや、事業
者協議がこれからであること等から全てが出揃うまで工事費増加の可能性は報告されず、現場は予報
契約額を報告し、本店も工事費増額の可能性等について、積極的な確認や深掘りをしていなかった。

◼ このため、事業者との協議は鉄塔設計及び基礎設計の完了した12工区で2021年10月から開始さ
れ、当初から工事費増額の可能性について協議の中で取り上げられていたが、結果として電源開発
NWの本店が工事費の大幅増加の可能性を把握したのは、2022年2月であった。

◼ 事業者協議開始の時期が遅れたことも重なっていることから、これらを適切に管理できていれば、少なく
とも半年～１年前には状況が確認できていた可能性もある。
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